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1 個人（宇佐市）

Ⅱ　各論
第１章第４節１
インクルーシブ教
育システムの構
築のための教育
環境の整備

　インクルーシブ教育のための整備とあるが、教育者のみの関わり
では不十分。就学に際して医師や療育の専門家、児童発達相談
員、保護者も含め個別会議が行われるべきであり、医療や療育等の
専門的知見を持つ方の意見を検討し、就学前、就学以降も継続的
支援がなされるべきである。
　相談体制の中に臨床心理士や支援相談員、療育の専門家等を配
属若しくは派遣体制の構築が必須。教育現場へも継続的派遣がな
されると教員の専門性も必然的に向上し、日常的な支援を専門家と
行う方が負担も少なく研修もより実践的で効果的なものにつながる。

　就学時に際しては、学校教育法施行令に基づき、 各市町村ごとに、
医療関係者等の専門家を委員とする適正就学支援委員会を設定し
て、就学先の決定を行っています。
　就学後の相談・支援体制については、県内７地区の特別支援学校
に医師、臨床心理士等からなる専門家チームを設置し、地区内の幼
児児童生徒への指導等について専門的な見地から、教育関係者に
対し相談・支援を行っています。

2

Ⅱ　各論
第１章第３節３
精神保健・医療施
策の推進

　精神障がい者の医療については、別途医療計画でも言及されてい
るが、本計画では救急以外の疾患、感染症や生活習慣病等の一般
疾病における対応が抜け落ちている。
　精神障がい者の高齢化以外にも、障がい児の成人移行と長命化
について、健常者と同じ水準の医療を享受できる体制であるのか疑
問がある。

　感染症や生活習慣病等の一般疾病における対応については、医療
計画で記載することとしています。

3
Ⅲ　推進体制
３　進捗状況の管
理及び評価

　数値的あるいは客観的目標の設定が少なく、どのように評価を行
うのかが不明。本計画に研究の文字がほぼなく、研修や推進が目立
つので、外部のアカデミックな研究機関に現況と推進体制を客観的
に評価してもらう、そのために計画的な予算がつけられるような記載
を当計画内に加えるべきではないか。

　本計画の評価については、関係行政機関や学識経験者、障がい者
団体等で構成する「大分県障害者施策推進協議会」に進捗状況等を
毎年度報告し、その意見を踏まえ、効果的な施策の実施、事業の見
直し等の措置を講じます。
　また、同協議会での議事の主な内容等については、県ホームペー
ジに掲載します。
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